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連結子会社における事業再編に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社連結子会社の事業再編について、下記のと

おり、基本方針を決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．事業再編の目的 

当社グループでは、予てより、証券業務に関するシステムサービスと関連する事務

サービスを一体提供する業界共通のプラットフォームとして、株券電子化へのスムー

ズな移行とその後の経営基盤・業務基盤強化という証券業界の最重要課題に機動的か

つ柔軟に対応するため、ＩＴと事務の分野で培った深い業務知識・ノウハウを結集し、

機能融合を図ってまいりました。 
この統合理念具現化のファーストステップとして、昨年１２月に、お客様と共に経

営課題を共有し、最適な業務プロセスモデルを策定、解決策を提案する㈱ＪＢＩＳコ

ンサルティングを設立。同社を起点として、証券業界各社の経営課題に対しシステム

サービス（証券総合システム“ＳＩＧＭＡ２１”）と事務サービス（証券会社のミドル

＆バックオフィス事務の業界標準）を業務プロセス分析に基づき最適な組み合わせで

提供する『証券新世代ビジネスイノベーションサービス事業』を展開してまいりまし

た。 
この間、米国のサブプライム問題に端を発した、金融危機の影響により経済状態は

悪化、株式市場は、今なお、不安定な状況が続いております。 
このように、株券電子化を目前に事業環境が一段と厳しさを増すなか、証券業界各

社は、激変する株券電子化後の事業環境に則した高付加価値サービスの提供や効率的

かつ合理的な経営基盤の構築を強く求められております。 
かかる状況下、証券業界各社の経営改革をデジタル（ＩＴ系）とアナログ（人間系）

の両面から継続的かつタイムリーに支援し、証券業界の中長期的発展に資することを

目的に、子会社に分散している商品サービス企画・サービス窓口・品質管理の各機能

を㈱ＪＢＩＳコンサルティングに集中・集約し、一体提供することで統合理念具現化

のステップアップを図ることといたしました。 
この一体運営により、お客様の利便性を高めるとともに、よりお客様目線に立った

商品サービスの企画開発とサービス品質の向上に努めてまいります。 
 
今後とも、当社グループは証券業界の共通プラットフォームとして、お客様の経営

基盤・業務基盤を堅実に支え、「証券会社の業務改革」「証券会社の新規設立」「金融機

関の証券事業拡大」等、株券電子化後の経営課題にも柔軟に応える高品質かつ低廉な

サービスを継続的に提供し、お客様と共に進化・発展してまいる所存でございます。 
 
 



 
２．事業再編の概要 

本事業再編につきましては、株券電子化における実務面への影響に鑑み、段階的に

実施することとし、先ずは、第１フェーズとして、平成２０年１２月１日付で、㈱Ｊ

ＢＩＳコンサルティングに、商品サービスの企画機能と品質管理機能を先行集約し、

機能強化を図ります。また同時に、同社の社名を「㈱ＪＢＩＳ（ジェイ ビー アイ 

エス）」に変更するとともに、役員を増員し経営体制の強化を図ります。 
次いで、株券電子化の実施経過を見極めたうえで、第２フェーズにおいて、日本電

子計算㈱の証券業務向けシステムサービス（証券総合システム“ＳＩＧＭＡ２１”） と
日本証券代行㈱の事務サービス（証券会社のミドル＆バックオフィス事務受託サービ

ス）を㈱ＪＢＩＳで一元的に受託する体制に移行いたします。 
なお、第２フェーズにおける事業再編の手法・形態等につきましては、今後決定次

第、改めて公表させていただきます。 
 

３．当事者の概要 

   別紙をご参照ください。 

 

４．業績への影響 

   本連結子会社事業再編による当社の当期業績への影響は軽微であります。 

以 上 

 



（別紙） 

 

１．事業再編当事会社の概要 

 

(１)商号 日本電子計算株式会社 日本証券代行株式会社 株式会社 JBIS ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 

(２)上場取引所等 非上場 非上場 非上場 

(３)事業内容 情報処理サービス 証券事務管理・代行事業 ITと事務に関するｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

(４)設立年月日 昭和 37 年 12 月 3 日 昭和 25 年 9月 13 日 平成 19 年 12 月 5 日 

(５)本社所在地 東京都中央区 東京都中央区 東京都中央区 

(６)代表者 代表取締役社長 内池正名 代表取締役社長 森谷 敬 代表取締役社長 佐々木敏一 

(７)資本金 2,460 百万円 500 百万円 50 百万円 

(８)発行済株式総数 20,000 千株 9,838 千株 5 千株 

(９)株主資本 14,359 百万円 11,448 百万円 15 百万円 

(10)総資産 28,774 百万円 16,358 百万円 26 百万円 

(11)決算期 3 月 3 月 3 月 

(12)従業員数 1,149 人(H20.4.1 現在) 373 名 17 名 

(13)主要取引先 金融、証券、自治体等 証券保管振替機構等 証券、事業会社等 

(14)株主及び持株比率 ㈱JBIS ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 100% ㈱JBIS ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 100% ㈱JBIS ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 100% 

(15)主要取引銀行等 りそな銀行等 みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行等 りそな銀行 

(16)当社との関係 連結子会社 連結子会社 連結子会社 

 

 

２．ＢＩＳ事業スキームの概要 
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